
電話番号

②成果参考指標の目標（実績）と施策の現状、及びその評価

年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 単位 年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 単位

目標値 15.0 15.0 15.0 15.0 目標値 10.0 10.0 10.0 10.0

取組目標値 取組目標値

実績値 27.3 32.4 実績値 95.6 33.3

達成率 － (16.0) － － ％ 達成率 － (133.0) － － ％

目標値 50.0 50.0 50.0 50.0 目標値 32.5 40.0 40.0 40.0

取組目標値 取組目標値

実績値 80.0 78.6 実績値 28.8 21.7

達成率 － 42.8 － － ％ 達成率 － 66.8 － － ％

③評価時点での施策目的に対する現状

④総合的な評価

⑤課題の認識

⑥今後の取組みの方向性

短期大学部公立短大志願
倍率の順位

％ 県立大学（浜田）の入学
者に占める県内出身者比
率

％

評価時点での総合的
な評価

Ａ:順調に進んでいる
Ｂ:概ね順調に進んでいる（見
直す点がある）
Ｃ:あまり順調に進んでいない

・志願者確保では、高校訪問を強化するとともに、オープンキャンパス等の実施により大学の魅力・特徴の周知に努めた。
・一般入試の志願倍率は出雲キャンパスは前年度比増、浜田・松江キャンパスでは前年度比減であったが、３キャンパスとも
目標値とは隔たりがある。
・入学者に占める県内出身者割合は３キャンパスとも前年度を下回っており、浜田キャンパスは目標値とは隔たりがある。
・県民に対する学習機会等を提供するため公開講座については、目標を上回る受講者数を得た。
・県内就職では、「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（ＣＯＣ＋）」において県内の高等教育機関で県内企業への
インターンシップの取組みを強化し参加者数は増加しているが、県内就職率は目標値とは隔たりがある。

B

判断

①施策の目的等

施策の名称

（１）平成３１年度
末の施策目的の達成
状況（予測）
Ａ:達成できる
Ｂ:概ね達成できる
Ｃ:達成は困難

判断 その理由（④の「判断」と異なる「判断」の場合のみ記載）

A

（２）施策の目的達
成に向けての課題

・高校生（特に県内高校生）にとって魅力ある進学先となっているか検証を行いながら、大学運営を行う必要がある。
・教育の質の確保につながる授業改善の取組みを強化する必要がある。
・地域社会への人材輩出のため、学生に対して、県内企業の魅力や特徴の周知を図っていく必要がある。
・北東アジア地域研究センターにおける研究については、対象地域や分野など、県民にとって必要な研究を行い、その成果を教育に反映させる必要があ
る。

県内出身者の確保対策、授業内容や授業方法の改善、キャリア支援の強化、平成３０年度の松江キャンパスの四年制化の実現
など、魅力ある大学づくりを一層進めることにより、施策目的の達成は可能。

課題解決に向けての
今後の取組みの方向
性

・県内への人材供給を増やしていくためにも、県内高校生や地域のニーズを把握し、引き続き進学先として魅力ある大学づくりに取り組む。
・大学の取組みや特色の一層の周知を図るため、高校訪問の強化を行うことなどによって、大学の特徴や学生の受入れ方針の周知に努める。
・県内就職者数を増加させるためには、県内入学率の向上が不可欠であるため、入試制度の見直しを検討する。
・より質の高い教育の提供を図るため、授業公開の実施や学生アンケートの活用等により、授業内容や授業方法の改善に取り組む。
・北東アジア地域研究センターにおける研究については、県民にとって必要な研究や、その成果の教育への反映の観点から、あり方を検討していく。
・県内高等教育機関（島大・高専）との共同による「しまね協働教育パートナーシップ（ＣＯＣ＋）」において、キャリア支援の充実や県内企業の魅力
を知る機会となるインターンシップの取り組みを、関係団体・企業と連携を図りながら一層拡充・強化していく。
・県内で活躍する人材の育成や、公開講座といったリカレント教育の充実、自治体等と連携した地域の課題発見・解決など、更なる地域貢献活動に取り
組む。
・平成３０年度の松江キャンパスの４年制化に向け、新棟の建設や既存棟の改修など、必要な準備を進める。

％

その理由

施策Ⅲ－１－４　高等教育の充実

自主･自律的な運営による魅力ある学校づくりを進めながら、地域社会に貢献する優れた人材を育成するよう、地域に密着した研究活動や教育活動の充実を図る。

数値目標

成果参考指標の実績
等の補足説明（任意
記載）

評価時点で施策目的
に対する現状
（客観的事実・データなどに
基づいた施策の現状や取組状
況）

数値目標

定性目標

平成28年度～平成31年度

　１８歳人口の減少による他大学との競争や、地域から求められる様々なニーズの変化に対応するため、魅力ある大学づくりを進め、入学希望者の増加
や県内就職率の向上を図ることにより、県内への定住促進を図る。

事務事業所管部局長
（幹事部局）

総務部長　松尾紳次 5916

・インターンシップ、模擬面接といったキャリア支援の取組みにより、３キャンパスとも高い就職率を達成した。（浜田98.0%、出雲100%、松江
97.5%）
・地（知）の拠点整備事業（COC）にて、「しまね地域マイスター」制度を昨年の浜田キャンパスに引き続き、出雲キャンパスで本格実施したほか、浜
田キャンパスにて新たに地域共生・課題解決に関する講座を2つ開設し、地域課題のための実践力を持った人材育成を進めた。
・出雲キャンパスにおいては、看護師が不足する県内中山間地域の高校生を対象とした推薦制度を新たに導入し4名の入学者を得るとともに、緩和ケア
認定看護師教育課程を開講し、定員１０名を超える受け入れを行い、１９名の修了者を輩出した。
・松江キャンパスでは、社会人学び直しのための「履修証明プログラム」を開講し、8コースで延べ１１１名の受講申し込みがあった。
・松江キャンパスの４年制化にあたっては、健康栄養学科の出雲キャンパス移転に伴う新棟整備を進めるとともに、松江キャンパスの新棟整備、既存棟
の老朽化やバリアフリー対応のための実施設計等を進めた。

施策評価シート 評価実施年度： 平成２９年度

県立大学（浜田）公立大
学志願倍率（人文・社会
系）の順位
（公立大上位１５％以
内）

％

県立大学（出雲）公立大
学志願倍率（薬・看護
系）の順位
（公立大上位１０％以
内）

目的



②総合発展計画に定める成果参考指標の目標（実績）

項番 年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 単位

目標値 60.0 60.0 60.0 60.0

取組目標値

実績値 63.8 51.2

達成率 － 85.4 － － ％

目標値 70.0 70.0 70.0 70.0

取組目標値

実績値 69.8 69.1

達成率 － 98.8 － － ％

目標値 37.0 38.2 40.1 42.5 45.1

取組目標値

実績値 35.0 34.7

達成率 94.6 90.9 － － ％

目標値 343.0 383.0 408.0 439.0 473.0

取組目標値

実績値 407.0 500.0

達成率 118.7 130.6 － － ％

目標値 5,700.0 5,800.0 5,900.0 6,000.0

取組目標値

実績値 5,400.0 5,956.0

達成率 － 104.5 － － ％

目標値

取組目標値

実績値

達成率 － － － － ％

目標値

取組目標値

実績値

達成率 － － － － ％

目標値

取組目標値

実績値

達成率 － － － － ％

8
県内高等教育機関から県内企業へ
のインターンシップ参加者数

人

施策評価シート別紙１（５以上の成果参考指標がある場合のみ記載）

施策の名称 施策Ⅲ－１－４　高等教育の充実

指標名等

5
県立大学（出雲）の入学者に占める県内
出身者比率

％

6
短期大学部（松江）の入学者に占め
る県内出身者比率

％

7
県内高等教育機関卒業生の県内就
職率

％

12

11

10

9
県立大学・短期大学部の公開講座
受講者数

人



（単位：千円）

1 330 1,540
総務部総務
課

2 1,864,416 1,797,889
総務部総務
課

3 60,000
総務部総務
課

4 595,637 2,827,875
総務部総務
課

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

公立大学法人評価・管理事業

公立大学法人島根県立大学
運営費交付金
公立大学法人島根県立大学
特殊要因経費補助金

島根県立大学学部等設置事
業

施策Ⅲ－１－４　高等教育の充実

所管課名

施策の名称

前年度
事業費

目的（意図）事務事業名
今年度
事業費

公立大学法人島根県立大学の業務実績の評価、業務改善勧告、その他地方独立行
政法人法に定められた事項を実施するため、公立大学法人評価委員会を設置し、的
確な実績評価等を行い、中期目標を確実に達成するよう管理する。

施設整備等の臨時的な経費に対する支援を行い、財務上の健全性を保つ

法人の自律的な運営を促しつつ、財務上の健全性を保つ

１８歳人口の減少などに伴う、県内高校生の４年制大学への進学志向、栄養・保育など
資格職に求められるニーズの高度化などに対応するため、松江キャンパスを４年制大
学化するとともに、高校生等の短大進学ニーズを踏まえ、短大の一部を存置する。

施策評価シート別紙２（事務事業一覧）


